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はじめに
本稿では、中等教育段階の教職課程の公民教
育（とりわけ中学校・社会科公民的分野、高等
学校・公民科）の教員養成の在り方について考
察する。議論として、初等教育（小学校・社会
科、公民教育への相当如何は後述する）におけ
る教職課程カリキュラムとの比較対象を手掛か
りに、公民教育を指導する教員の養成課程の現
状と課題について、なかでも「実践的指導力」
の内実や模擬授業のカリキュラム論からの意義
を確認しながら、検討していく。
1. 主題の設定：現行までの初等・中等教育の
教職課程の方向性
これまでの大学での教職課程における教科指
導の講義においては、社会科・公民科に限らず
どの教科目についても、模擬授業の導入を要件
とする指導上の工夫が求められてきた。その基
にあるのは、教員の「資質・能力」論議であ
る。その教育政策的な端緒は 1970 年代初頭の
一連の “ 教員の資質向上 ” 政策（1971 年 6 月中
教審答申「今後における学校教育の総合的な拡
充整備のための基本政策について」、1972 年 7
月教養審建議「教員養成の改善方策について」、
1978 年 6 月中教審「教員の資質能力の向上に
ついて」等）に遡ることができる。ただし、元
来これは教員の量的安定確保とその地位向上を
主旨とした資質・能力論であった。
その後、この政策の具現化の向きは、「実践」
という教育学上重要な観念に焦点化され、「実
践的指導力」の「向上」という目標へと形を成
していった。この「実践」観念は、日本の教育
史上特有で重要なものであると同時に、定義
としては曖昧であったにもかかわらず、であ
る。その概要を確認すれば、1970 年代終盤か
ら 1980 年代にかけての校内暴力やいじめ問題
などの学校教育の荒廃への対応という社会的要
請の文脈をまとった「実践」観念への焦点化（例
えば 1984 年以降の臨時教育審議会の議論。そ
の結実としての 1987 年 8 月臨教審第四次答申）
であったことがみてとれる。それは授業や学習
場面、教科や各領域の指導ももちろんのことで
あるが、生徒指導や学級・HR 運営も同時に視
野に入れた、学校教育活動全体を包摂する指導
の在り方・方向性を視野に収めて期待を託され
た意味での「実践的指導」であった。そしてそ
の政策的要求は、大学における教職課程教育に
も具体的に影響した。その端的な表れが「実践
的指導力」の重視としての模擬授業の導入と奨
励であった。
しかしそこで、大学の教職課程では、各科ご
との「教科に関する科目」と「教職に関する亜
目」の比率配分が論議となる 1998 年の教育職
員免許法の改正を仰ぎながら、教科に関する科
目に「模擬授業」を含むことが求められていく
流れとなっていく。その教員養成上の方法論的
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吟味や教育的効果の検討は二の次に、逆に旧来
の教職課程科目が座学に傾倒しがちであった実
態に対置されて、模擬授業ありきで進められて
きたきらいは否めない。そしてその傾向は今も
なお、縮小することなく、むしろ引き継がれて
一般化してきているといっても過言ではないだ
ろう。
一方、平成 29 年に告示された次期学習指導
要領体制下では「主体的・対話的で、深い学び」
に象徴されるような、一大転換が求められるこ
ととなった。従来の指導要領体制を知識・理解
重視と位置付け直しながら、さらに、その知識・
理解の獲得の仕方、さらには、自らの生き方や
将来と関連づけながらの活用を伴うように、学
習の在り方の変革が求められることになった。
言い換えれば、「何を教えるか」の議論に終始
しがちになってしまっていた授業観から、“「ど
う学ぶか」「学びをどう活かすか」を促す ” 授
業観へと切り替えることを余儀なくされる。
この改革の動きは、ますます、大学における
教職課程の学びに影響を及ぼすだろう。求めら
れる要件として、知識・理解の、獲得の仕方の
指導法、活用を実現するための指導法へと重点
化していくはずである。
ではその前に、教職課程においてこれまで拡
大・一般化さえしてきた模擬授業は、いかなる
検討や吟味を必要とするのだろうか。さらには、
それを求められる公民教育の教員養成として
は、いかなる留意事項や強調点を有するのだろ
うか。これらを、教員の専門職性の学び論やそ
のカリキュラム論を枠組みに検討していこう。
2. 初等教育「社会科」・中等教育「社会科公民
的分野」「公民科」の目標
公民教育の教職課程的議論を進めていくにあ
たって、学習指導要領体制下での公民教育を押
さえておこう。
まず初等教育においては、教科「社会科」に
おいて扱われる。この「小学校社会科」の特質
を確認しておくと、①小学校第 3 学年から第 6
学年までの 4 学年分であること。その間の教育
内容として取り扱う社会事象も、同心円的拡大
論になぞらえた、児童の発達を軸に展開してお
り、学問による系統性や領域で示された並びや
順序とは言えないこと。②その教育内容が、生
活科学、地理学、経済学、経営学、歴史学、民
俗学、社会心理学、政治学、などを背景学問と
しながらも、総合教科としてこれらを含めなが
ら成立させていくことを念頭に扱わなければな
らないことを押さえておきたい。
つぎに中等教育前期となる「中学校社会科」
も、小学校と同一である「社会科」なる教科名
であることや、後述する指導要領上の教科目標
の親近性において、その連続する性質が目立つ
反面、実施上は、中学校社会科は、第 1・２学
年と歴史的分野と地理的分野を並行し、第 3 学
年冒頭で歴史的分野を行ってから公民的分野へ
と進むような同時に扱いながらも並行させる内
容編成で進行することから、その総合性は小学
校社会科に劣ると言わざるを得ない。さらには、
公民的分野に特化する形で、公民教育として政
治・経済学習を中心に自ずと焦点化される。
そして、中等教育後期・高等学校での公民教
育は、教科「公民科」に整えられ、「現代社会」
「倫理」「政治・経済」の 3 科目から構成され
る。社会科からの総合性は「現代社会」へとつ
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ながるが、「倫理」「政治・経済」を総合するほ
どの主導的位置づけにもなりえず履修単位扱い
も 4 単位から 2 単位へと格下げされ、学校現場
での実情としては大学入試対策の弾力的運用の
中で、その扱いは疎まれてきた。そうすると高
等学校「公民科」は、「政治・経済」「倫理」と
いう背景学問の枠組みに強く準えられた各論的
各科目の総和によって実施される公民教育であ
り、総合教科としてのそれではない。
概して、小学校の社会科は、総合教科として
の性格を色濃く求められており、それは同時に
背景学問が直接には見えにくくなっていること
を伴う。一方、中学校社会科公民的分野・高等
学校公民科では、総合性はなりをひそめ、それ
ぞれに背景学問が透けて見えやすくなる分野・
科目編成となっている。
つぎに、各教科・科目の目標を押さえておこ
う。学習指導要領レベルでは、教科の在り方と
してはどのように求められているのかを確認し
ておく。いずれも現行の平成 20・21 年版から
引用する。
「社会」（小学校）の教科目標
社会生活についての理解を図り、我が国の
国土と歴史に対する理解と愛情を育て、国
際社会に生きる平和で民主的な国家・社会
の形成者として必要な公民的資質の基礎を
養う。
Citizenship の日本語訳である「公民的資質」
の “ 基礎を養う ” のがこの初等教育段階である。
ここでは、「社会生活」の理解を図るという
こと（以降、中等教育段階において、“ 生活 ”
は目標レベルでは内容として表されない）と、
我が国の国土と歴史への理解と愛情を育てるこ
とと、それらと併存なのかそれらを通じてかは
解釈の幅があるところだが、この国家・社会の
形成者として必要な公民的資質の基礎を養う段
階とされる。
公民教育との関係性は直接的には明示されな
い。むしろ、教科の最終目標が公民的資質にあ
ることから、教科自体の全体をもって公民教育
を果たそうとしていると読める。
「社会」（中学校）の教科目標
広い視野に立って，社会に対する関心を高
め，諸資料に基づいて多面的・多角的に考
察し，我が国の国土と歴史に対する理解と
愛情を深め，公民としての基礎的教養を培
い，国際社会に生きる平和で民主的な国家・
社会の形成者として必要な公民的資質の基
礎を養う．
次に、中等教育段階前期・中学校では、冒頭
から前段部分にその視点の持ち方（「広い視野」、
「多面的・多角的」な視線）が特定されながら、
我が国の国土と歴史に対する理解と愛情を “ 深
める ” ことと並び、公民については「基礎的教
養を培」うと、心情や実働性ではなく「教養」
として位置付けられている。この段ですでに、
歴史的分野・地理的分野・公民的分野への三分
形態が予想され、公民教育はここでいう「基礎
的教養」の「培い」に焦点化されてしまう。
「公民科」（高等学校）の教科目標
広い視野に立って，現代の社会について主
体的に考察させ，理解を深めさせるととも
に，人間としての在り方生き方についての
自覚を育て，平和で民主的な国家・社会の
有為な形成者として必要な公民としての資
質を養う
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まず最たるところは、文末が “ 公民教育とし
ての資質 ” となっている点である。小学校と対
照的であった中学校社会科と同様に、「広い視
野」に立つことにはじまり、「主体的」考察や
人間としての在り方生き方についての「自覚」
を育てるなど、独り立ちに向かう青年期の一個
人の自覚や自立を強くにらんだ目標となってい
る。
このように、総じて、「公民的資質」を求め
ていく社会科（小学校・中学校）に対し、公民
科（高校）では直接的に「公民としての資質」
と記される。小学校では教科全体によって求め
るのに対して、中学校では歴史・地理・公民の
三分野に集中特化して、いずれも公民的資質の
基礎を養おうとする。
ここで指摘できる教科としての総合性につい
ての扱いの軽重は、教職課程上いかなる傾向を
引導するのだろうか。中学校や高校のように、
背景学問を各論的に展開することが色濃くなれ
ばなるほど、その養成カリキュラムにおいては
教育内容が詳細に並べられ、その内容解説に比
重がかかっていくことが予想される。例えば中
学校ならば、社会科としてよりも、公民的分野
における政治学や経済学、社会学といった、公
民系の内容学問に特化した内容理解に拍車がか
かることが予想される。高等学校公民科では、
政治・経済は政治学や経済学、倫理は青年心理
学や思想・哲学、宗教学の知見に焦点化されて
いくだろう。しかし、総合教科を教えていくに
は、内容の単純総和ではその特性は伝わりにく
い。知識内容に焦点化していくことと、その知
識内容の関係性や対照的な扱い方といったメタ
的な視点からの教育内容の扱いの指導が求めら
れるはずである。
3. 学習指導要領に示される指導法の要件
それでは、実際に、小学校社会科、中学校社
会公民的分野、高等学校公民科について、学習
指導要領解説編にはそれぞれ指導法がいかにと
りあげられるのであろうか。「何を学ぶか」よ
りも、「どう学ぶか」「どう扱うか」に着目して
該当する表記を追っていく。
基本的には、学習指導要領は、目標と内容が
記され、その方法論については、「内容の取扱い」
において例示されたり示唆される程度に限られ
る。それは、日本の学校における授業の多様性
とそれを支える教員の教材研究と創意工夫のな
せるところであり、学習指導要領体制において
も許し認められている。ゆえに明示的に指導法
を定めることはないし、さらに言えば、その記
載は控えられることになっていることを前提と
する。
（１）小学校社会科の指導法的要件
小学校学習指導要領解説社会編を見渡すに、
そこかしこで頻出する表現が「関連」である。
例えば「関連を踏まえ」ることは、事象 A と
事象 B があるならば、事象 A の内容について
の理解があり、同様に事象 B の内容について
の理解が果たされた両方があった上で、事象
A と B の関連をさらに扱うことになる。個々
の要素を押さえることと、それらの関連性を示
すことが必要となる。ここでもキーとなるのは
メタ的な扱いであることを押さえておく。
また「具体的に調べる」ことも散見される。
たしかに、社会科見学や視聴覚資料の活用とい
えば具体的な調査だが、現地や現物、紙媒体で
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はない情報を扱うことの特性やその留意事項は
指導法としてさらに追究する余地が残されたま
まであり、無目的な現場主義・現物主義の懸念
すら考えられる。
学年ごとの内容に即した指導法上の留意事項
をみていく。第 3・4 学年の「身近な地域のよ
うす」については、平面地図への移行を促せる
資料（鳥観図や立体地図など）の使用の推奨の
ほか、位置を言い表す活動や、他地域との類似
点や相違点を整理させることが地理的環境の理
解を深める手法として例示されている。また「地
域の人々の生産や販売」は見学や調査といった
学習の仕方が示される。そこでは、聞き取り調
査、その際のプライバシーの配慮などが補足さ
れる。第 5 学年では、国土の地形や気候の概要
は、地図帳や立体模型の活用から白地図にまと
めるなどの作業的な学習が例示される。第 6 学
年の歴史的内容については、指導法上の留意事
項というよりは、各時代の歴史事象の焦点の当
て方が列挙されている（「実際の指導に当たっ
ては，例えば，戦い方を工夫しながら勢力を伸
ばした織田信長による天下統一への様子を調べ
る学習，検地や刀狩の資料から豊臣秀吉の政策
の意図を考える学習，徳川家康や徳川家光の肖
像画や人物年表，エピソードなどからそれらの
人物の業績を考える学習，大名行列や出島，踏
絵の資料を活用して江戸幕府の政策を調べる学
習などが考えられる」）が、例えば「信長の天
下統一事業の詳細や展開」「人物史―エピソー
ドや業績」は、むしろ歴史事象の扱い方の工夫
ではなく、歴史事象そのものの切り取り方であ
り、むしろ内容を詳しくするものでしかない。
一方、資料活用については具体的にその指導
法が例示される。第 5 学年では、「・資料から
必要な情報を読み取る。／・資料に表されてい
る事柄の全体的な傾向をとらえる。／・複数の
資料を関連付けて読み取る。／・必要な資料を
収集したり選択したりする。／・資料を整理し
たり再構成したりする。」と挙げられている。
これが、第 6 学年では、「・資料から必要な情
報を的確に読み取る。／・資料に表されている
事柄の全体的な傾向をとらえる。／・複数の資
料を関連付けて読み取る。／・資料の特徴に応
じて読み取る。／・必要な資料を収集・選択し
たり吟味したりする。／・資料を整理したり再
構成したりする。」（下線部は論者）とその方法
論が 5 年から 6 年へと深められて示される希少
な指導法に関する記述となっている。
公民教育として重要となるのは、第 6 学年
の「政治的内容」であるが、ここでは、調査活
動や資料の活用で「学習を具体的に展開するこ
と」、「（網羅的な扱いよりは）具体的な事例」
と具体性の強調が散見される。その内実として
例えば、「日常生活との結び付きが見られる事
例を取り上げる」ことが推奨されている。具体
的であることは一見重要にも見えるが、具体的
ではない社会事象の取り上げ方のほうが考えに
くく、指導法としての有効性には疑問符が付く。
一方、調べ学習などにおいての児童同士の能
力格差を想定して、「児童の個に応じた適切な
指導の心掛け」が奨められている。発達への視
線が学童期には一層求められることもあるのか
もしれないが、こうした個々への対応の体得や
学びは、とりわけ教職課程の中で難しい指導内
容であるにもかかわらずである。
中学校・高等学校に比べれば、知識偏重に陥っ
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たとしてもその度合いは高くないと容易に予想
される。ただし、これらの指導法を、教職課程
の社会科教育のなかで実施・実現していくなら
ば、第 3 学年から第 6 学年までの扱う社会事象
を綿密に取り上げるよりも、上記したような指
導法上の工夫を実際に受講学生に実施させたり
演習的に取り組む余地がまだあるだろう。
（２）中学校社会科公民的分野の指導法的要件
同様に、中学校学習指導要領解説社会編をみ
ていく。まず、歴史・地理の二分野の学習で養っ
た「見方や考え方」「思考力及び学び方にかか
わる技能」を発展的に活用することを押さえよ
うとしている点が特筆される。これはやはり歴
史・地理・公民の三分野の位置付け方が指示さ
れることから、それらの扱い方として基本的構
えとなる。この各分野相互の関連の重視と同様
に、小学校社会科の内容との関連付けも指示さ
れているが、こうした関連のさせ方、関連を念
頭に置いた扱い方もまた、教員養成上の学習内
容として押さえるべき事柄である。
一方、中学校社会科においても「具体的事例
を通して」はキーフレーズとなっている。これ
については、「中学校の段階においては，この
ような政治や経済の基本的な考え方や概念を具
体的な事例を通して学び，生徒が今までもって
いた政治や経済についての見方や考え方の中に
新たに組み入れることによって，自らの見方や
考え方を成長させることが大切であり，さら
に，生涯にわたる学習を通して成長させ続けよ
うとする態度を育てることが大切である」と説
明される。では、具体的事例はどのように既有・
既習の見方考え方に位置付いていくのであろう
か。ただ触れれば、取り上げれば、自ずと生徒
は自身に取り込んでいくことが保証されている
のだろうか。この具体的事例の扱いをさらにど
う指導法上工夫するのか、教職課程の中で検討
することは重要ではないだろうか。
また、小学校と同様に「単に学習内容だけで
なく学習方法にも着目し，また，生徒の興味・
関心や能力，態度にも配慮して，中学校社会科
の各分野の学習が効果的に行われるようにしな
ければならない」と記される点は重要である。
「適切な課題を設けて行う学習」を実施する
すべもまた取り扱うには容易ではない専門知で
ある。何を基準として “ 適切な ” 課題を判断す
るのか、相手＝学習者との対応が必然であるに
もかかわらず、その学びは果たしてどれだけ教
職課程の公民教育で実現しているのだろうか。
（３）高等学校公民科の指導法的要件
同じく、高等学校学習指導要領解説公民科編
からみていく。まず、公民科と社会科のちがい
を念頭にしつつここでは、「現代社会」「倫理」「政
治・経済」の 3 科目別に整理していく。
①「現代社会」の指導法的要件
「（1） 私たちの生きる社会」では、科目全体
の学習の動機付けとなるよう留意して指導する
こと、関心を高める指導、（「幸福、正義、公
正」などは）個別に取り上げるのではなく諸課
題を捉える枠組みとして相互に関連させて扱う
こと、諸課題を自らの在り方生き方と関連させ
て考察することができるよう留意すること、多
様な観点や様々な立場から見ていく姿勢を育て
ること、といった指導法上の工夫が挙げられて
いる。これらは、教育内容をメタ的に超えた事
柄である。端的に表すならば、教科書には記載
されていない事柄である。
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同様に、「（2） 現代社会と人間としての在り
方生き方」では、自己形成の課題を明らかにし
ていこうとする態度を育てること、主体的に参
画し寄与する態度を養うこと、学習そのものの
意義づけ、身近な政策にかかわる事例を通すこ
と、生徒の実態に応じた工夫、連帯意識をもっ
て主体的に努力する態度を育てること、が挙げ
られている。また、内容が相互に関連している
ことの理解や、異なる立場（日本人／人類）か
らも考察させることが記されており、かなり高
度な指導上の工夫である。さらには、「（3） 共
に生きる社会を目指して」において、「（1）（2）
の学習成果を活用させる」ことが奨められてい
ることもかなり高度な指導内容である。
「指導計画の作成と指導上の配慮事項」とし
ては、「（1） 他の教科・科目などとの関連と全
体のまとまり」「（2） 多様な角度からの考察と
自己の生き方にかかわる思索の重視」「（3） 事
項・事柄の精選」「（4） 見方や考え方の育成と
学び方の習得及び表現力の育成」の四点が示さ
れる。（1）については、中学校の科目等（社会
科や道徳）や、高等学校の他教科・領域との関
連、項目相互の関連、全体としてのまとまりを
持たせながら特定の事項に偏らないことを配慮
するよう求めている。これは要するに、科目全
体の内容・各項目を見渡す目を持つこと、それ
らを相互に関連させながら、あるいは、科目外
の要素と関連させること、という、内容理解と
その取り上げ方に集約される。ただし、内容
を “ 広く浅く ” 押さえさせる原理が働くことに
なる。（2）については、多様な角度から考える
と同時に、できるだけ総合的にとらえることが
奨められる。（3）については、基礎的・基本的
な事項をいかに見抜くかが鍵となるだろう。枝
葉末節や詳細に踏み込み過ぎず、いかに本質的
にとらえるか。さらにそれを身近で具体的な事
柄と結び付けることを求めていく。なお、それ
ほどまでに、生徒の日常生活や期待される経験
の射程内に、現代社会の諸問題が広く網羅的に
具体的レベルで存在するという前提なのだろう
か。（4）については、的確な資料を用いながら、
多面的・多角的に考察することで、客観性や公
正感を伴った見方や考え方を養うことになる。
総じて、現代社会は、学び方の習得、調査・
分析の仕方、探究の成果に対する適切な表現能
力が問われるが、こうした事柄を教え指導する
すべや方法論をいかに教職課程で実施し、取り
組んでいるのかは、定かではない。
②「倫理」の指導法的要件
「（1） 現代に生きる自己の課題」は、諸学問
の学説の紹介や課題を知識として習得するので
はなく、自己の課題として学ぶことが求められ
る。さまざまな青年期の悩みに主体的に解決を
図るような価値観の基礎を培うことをめざし、
統計の利用、対話・討議、作文・調査、文学や
映像作品などを用いての指導が例示されてい
る。
「（2） 人間としての在り方生き方」について
は、自己・自身への問いとして考えるよう指導
する、とあるが、果たして、どのようにして自
己・自身への問いとして考えられるように促す・
導く指導方法論を身に付けられるのか、疑問は
残る。
「（3） 現代と倫理」では、異なった意見をも
つ人と議論する力を身に付けることが求められ
ている。単に知識を与えることによってではな
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く、具体的な問題を主体的に考え、議論を深め、
解決の方策を探る中で身に付ける、とあるが、
主体性や当事者意識の薄いままでの班活動やグ
ループ学習、形骸化した話し合い活動は、これ
を満たすものではない。
「指導計画の作成と指導上の配慮事項」とし
ては、「（1） 他の教科・科目などとの関連と全
体のまとまり」「（2） 指導内容の精選と生徒の
人生観、世界観の確立のための工夫」とある。
前者は「現代社会」と同じく、“ 広く浅く押さ
える ” 原理として働いてしまうと、網羅的、オ
ムニバス的な知識・情報の羅列状況を免れえな
くなる。
③「政治・経済」の指導法的要件
「（1） 現代の政治」「（2） 現代の経済」「（3） 現
代社会の諸課題」とあるが、内容的な厚みづ
け（具体性や詳細さ）に留まっており、政治認
識・経済認識の当事者としての効果的な指導法
といった見え方ではない。
「指導計画の作成と指導上の配慮事項」から
は、「（1） 他の教科・科目などとの関連と全体
のまとまり」「（2） 事項・事柄の精選と客観性
の重視」「（3） 表現する力の育成」が挙げられる。
（1）からは「現代社会」「倫理」と同様の課題
が垣間見える。（2）については、「精選」がかえっ
て事象の詳細情報を求めることに陥ったり、「客
観性」は無味乾燥な情報と化してしまう反作用
もある。公正かつ客観的な見方や考え方を深め
させることを主眼にする以上、まず生徒自身の
見方・考え方を養い、育てるのはどこでなのか、
どうすればよいのか、そうした議論は棚上げさ
れたままである。（3）についても、学習の過程
でどのような資料をどのような基準で収集し選
択したか、表現する内容をどのような手段を用
いて説明するかの指導をどうするのか。社会調
査法として、調査分析法として、かなりメタ的
なレベルでの教育内容であり、それを指導する
にもトレーニングが必要である。
4. 教科指導法の特性と課題：模擬授業の効能
教職課程における公民教育の指導法は、「公
民科教育（法／論）」「中学校社会科教育（法／
論）」といった科目名で開講される。山岡（山
岡　2006）は、ネット上公開されていたシラバ
スをオンライン検索を用いて機械的に収集し、
そこから高等学校「公民科教育法」に制限して
整理している（2006 年当時）。
論者も同様にインターネット上公開されてい
る大学のシラバスを見渡したのだが、やはりど
うしても目についた傾向は、15 回の講義回数
のうち、社会科公民的分野や公民科各科目の教
育内容を解説するであろう回の占める比率の多
さであった。管見の限りであるため、正確さを
期することはかなわないが、おおむね半数はそ
うした内容が必ず含まれていた（2017 年 12 月
時点、ネット上で確認した 20 大学でのシラバ
スから）。
ところが、年間 70 時間分に相当する公民科
の授業内容（教育内容）ですら、単位時間でさ
ばくためには、大学での講義一回につき 4 ～
5 時間分の授業内容を扱わなければいけないこ
とになる。さらに 90 分講義に換算するならば、
その 4 ～ 5 時間分の内容は実際には 45 から 50
分の内容であるにもかかわらず、それぞれ 20
分前後ずつでたどっていくしかない。しかもこ
れは一科目分である。この絶対的な回数と時間
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の制約から、公民教育の科目ごとの教育内容を
全体的に解説することは叶わない。
これについて、大学の教職課程における教科
指導法の研究はいくつもみられる。たとえば、
その要件と効能は次のように語られる。「模擬
授業を実施するにあたり，事前の準備作業とし
て，学生たちは学習指導案を作成し提出する。
学習指導案には授業運営の方法や技術が盛り込
まれており，これが授業の成否を左右するもの
として大きな役割を果たす。また，模擬授業実
施後に学習指導案の中味を再検討することに
よって，その模擬授業での問題点や課題が明確
になり，次のより良き授業実施に資することが
できるので，学習指導案をきちんと作成するこ
とは非常に重要なのである」（遠藤 2006）。あ
る意味この見解は一般的な模擬授業の効能を端
的に挙げてくれているものだと考える。先述
した山岡の 2006 年次の調査においても（山岡　
前掲）、24 大学のうち、16 校が模擬授業を実施
し、山岡が「実効性が認められる実質的なもの」
として 8 校だととらえている（ちなみに、山岡
は整理の手続き上の根拠として、模擬授業が実
効性をもつためには「多くの時間配当が必要に
なる」として、「3 時間以上の時間配当」を目
安にしている）。
これは、授業に臨んでいかに授業の実施計画
を構想するか、という意味で、またそれを紙上
の計画にとどまることなく、自らの教授行為に
具現化して実施するという点で、教材研究や、
指導案作成といったレベルでの学習よりもさら
に一歩踏み込んだものとなりうる。
ただし、これは、重要な教職科目「教育方法
論」の教育内容として位置付けられるべき内容
である。すなわち、ある一定量の教育内容につ
いての授業を計画し、それを実施してみる、と
いうことと、その “ 一定量の教育内容 ” におけ
る教科特性、単元特性を考慮することは、別次
元の課題だからである（そこを否定するとする
ならば、各教科単位での教科教育学の存立を否
定することになる）。
教えるという行為を総体的に考えるなかで、
どう教えるか（方法論）と、何を教えるのか（内
容論）は、やはり有効な視座であろう。例えば
字面では同じ「協同学習」の授業展開を考えよ
うにも、それが真理の論証や探究を色濃くする
数学の授業と、科学的視点からの実証・考察を
色濃くする理科（とりわけ物理・化学分野）と
のちがいによって授業実施に向けての気づきや
学びは見出せるであろうし、解釈や読みの妥当
性を問う国語の授業や、調査と探究を重視する
社会科の授業では、またさらに考慮すべき視点
や教育的価値も異なってくる。ここにポイント
がある。教科指導のための模擬授業の効能の高
低は、教育方法論的な指摘以上のものでなけれ
ばいけない。教科教育論的な方法論の議論が加
味されねばならない。
さらに、教えるという行為を教師教育学的な
見地からも考えるならば、模擬授業が単なるお
試しや “ 実施してみることにこそ価値がある ”
などといった議論をさらに超えていくことがで
きる。例えば「教授経験のある学生の方が，教
えることに対してより前向きな姿勢をもってお
り，実体験に基づいたより具体的な考えをもっ
ている」（遠藤 2006）といった指摘があるが、
そのちがいの来歴や具体的な様相を取り上げ
て、いかにそこに気づくか、そこに至れるのか
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を考えていくことが可能である。例えば F. コ
ルトハーヘンが提起したユトレヒト学派のリフ
レクションは、単なるトライ＆エラーを超える
経験からの学びを促してくれる（F. コルトハー
ヘン　2010）。それを模擬授業や教育実習でふ
まえることこそが、教職に就いていく者への有
効な学びであるのだが、実際にはそれを妨げる
事情も頑なに存在する。
例えば、模擬授業実施態勢の難しさである。
該当科目が 90 分間で全 15 回としても、45 分
で 2 人ずつ模擬授業を実施したところで 30 人
が最大値である。しかもこれは、90 分という
コマ時間をフルに使うことであり、現実問題は
難しい。しかも 15 回の初回から学生参加者の
うちだれかが登壇することは現実問題として考
えにくい。また、15 回目最終回まで行うにし
ても課題の整理や総括も加えないまま終えると
は考えにくい。そうなると講義 2 回目から 15
回目の 1 人目までとしても、27 人が限界である。
それに対して、グループごとに指導案構想～
模擬授業に取り組むという代替策もある。ただ
し、集団で授業構想に取り組むことの功罪を考
えねばならない。主体的な参加でない限りは、
そこで検討される授業構想は、だれがだれに施
すための授業構想かという意識が薄れ、結果的
には、無名・匿名の “ 生徒たち ” という焦点の
定まらない相手に対するものとなり、授業者と
しての意志や意図も薄れることでその授業の目
的や目標も、設定から成否の妥当性まで十分な
検討もできなくなる。結果として、責務意識の
欠けた無味蒙昧とした指導案が祭り上げられる
公算が強くなる。
それはそれで、教科教育学という視点から考
えれば、より一般性・普遍性の高い指導案の試
作という一つの意味を見出すかもしれない。し
かし所詮それは、基礎的な知見の作成であり、
実施を念頭に作られる模擬 “ 授業構想 ” ではな
い。いかなる個別の児童生徒集団を相手として、
その単元にいかなる当代性や担当授業者として
の個別の意図やねらいを加味していくのか、と
いう、当該授業の個別性に対しては全く意図も
狙いも異なる。
現実問題、不特定の “ だれか ” に向けた指導
案は、“ だれのためのもの ” でもない。なぜな
らば、実際の授業者＝教員たちは、真の意味で
有用な指導案を作成する際に、常に、その授業
を実施する主体と特定の学習者を想定しなが
ら、カスタムメイドすることになるからである。
一方、一般性普遍性を高めた指導案構想は、
指導案自体の基本枠組みや、教授内容の基本解
釈を一定レベルで構想するものであり、現実の
使用とは隔てられるものであることを自覚する
べきである。あえて述べるならば、少なくとも、
一般性普遍性を高めた指導案構想を準備し、そ
れを授業実践として生身の学習者を相手に実施
した際の指導の記録が同様の形式で記され、つ
きつけ合わせる作業などの段階を具体的に踏ま
えなければ、いくら一般性普遍性を高めた基礎
科学的な指導案演習を重ねたところで、実際に
現場に出ると、それらはかえって、役に立たな
いものとして “ 洗い流さ ” れてしまう。模擬授
業や教育実習を経て、教員となり、教室に立っ
ていく者たちは、この行程を現実の教員生活の
なかで直面し、独りで取り組んでいく。
模擬授業指導上、段階的な指導を考えるなら
ば、（1）基本的な教授行為に焦点化する段階、
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（2）教科指導として、授業構成や内容解釈の正
当性・妥当性を論じる段階、（3）学習者という
要素を踏まえて検討する段階、（4）さらに発展
性や応用的な援用を視野に入れた高度な検討の
段階、が考えられるだろう
表　段階的に設定する模擬授業の目的
1 基本的な教授行為に焦点化する段階
2 教科指導として、授業構成や内容解釈の
正当性・妥当性を論じる段階教科指導
として、授業構成や内容解釈の正当性・
妥当性を論じる段階
3 学習者という要素を踏まえて検討する
段階
4 発展性や応用的な援用を視野に入れた
高度な検討の段階
（1）は、声出し、板書、時間配分、基本的な
生徒との応答など。主に授業者としての身体技
法と計画の純粋な遂行が問われる。（2）は、次に、
内容の適否・是非を問う。内容の難度、意味づ
けや方向性の適性など。その時間・単元の教科
の目標から降ろしてきた準拠枠で、取り扱う内
容が点検される。もちろん、（1）はある程度ク
リアーしているという前提である。（3）は、学
習者の活動・反応の質を問う。より効果的な学
習活動が成立しえたかどうか。学習者にとって
の意味を問うことになる。（4）は、さらに、他
の時間や既習の学習活動とのつながりをつけた
り、その発展性や応用性をどのように取り込む
のか、担保するのかといった工夫を検討する。
公民教育として、中等教育段階レベルでは、
まさしくこの発展性や応用性に応えるような教
育が目指されねばならない。一定量の知識を保
有することに主眼を置いた授業構想自体を否定
はしないが、そこに拘泥してとどまってしまう
結果についてはいたく残念だというしかない。
なぜならば、その学びをすべて、暗黙の裡に、
教職に就いてから以降の自主的な成長に委ねて
しまうことになるからである。
山岡も現実的には難しいと認めながらも、模
擬授業は「教育現場と同様に」「50 分間で行う
こと」が望ましいと考えている（山岡　前掲）。
理由として「（50 分間の）全体としての授業の
流れと生徒との対応の中でダイナミックに展開
される授業の運営技術を指導すること」を重要
視しており、部分・区分的実施は「いかに教え
伝えるかという初期段階の指導技術に終始する
可能性が高い」とみている。そこでは、「50 分
の流れの中での強弱緩急などの授業運営手法」
「生徒との対応の各種の手法」などの学びを見
込めなくなるからである。逆にそうした “ とり
まわし方 ” もまた確保すべき模擬授業での教育
的価値である。
5. 教職課程の公民教育について必要となるカ
リキュラム上の課題
最後に、本稿を通じて確認してきた要件を以
下に整理しておく。
（１）教育内容の解説からの脱却
小学校社会科は、総合性が高いため、その教
職課程の指導法の講義では、背景学問に準えら
れた内容の解説は実際的ではなく、むしろ、学
習活動としての調査や探究活動の指導に焦点化
される。この点は、中等教育（中学・高校）の
公民教育の指導論についてもよき他山の石とな
る。どの内容について、いかなる学習活動が効
果的か、そしてその活動はいかに指導し導くこ
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とができるのか、などの視点からの学びが必要
となる。それはまた、公民教育の他のどのよう
な内容にも転移可能なのか、あるいは、相手＝
学習者のちがいによる調整や修正もまた必要と
なってくる。
（２）模擬授業の内実
前述した模擬授業の段階を意識し、“ 教科教
育（ここでは公民教育）としての模擬授業 ” を
実施していかなければならない。そのための教
職課程該当講義の履修者の人数規模は、ある程
度コントロールされる必要がある。なぜ模擬授
業を実施するのか、そこにどのような学びを焦
点化するのかを検討し、その実現に向けた学習
活動を望みたい。指導案をつくってみた、模擬
授業を実施してみた、に留まった段階からは脱
却しなければならない。
（３）適切なふりかえりのプロセスの設置
学び続ける教育者として教職就職後もその専
門職を継続していくならば、自身の授業実施の
ふりかえり方もまた知っておくべきである。さ
もなければ、大学教職課程での学びも、教育実
習での貴重な体験さえも水泡に帰してしまう。
ありきたりな実施事実の思い起しではなく、省
察として経験から有効に学ぶ手立てもまた、き
ちんと指導されなければならない。
総じて、社会科と公民科のちがいから、総合
的性格の軽重による科目解説の単純総和に陥り
がちな点を配慮しつつ、模擬授業を教育方法論
との有機的な棲み分けをにらみ、その省察過程
を織り込んだ半期 15 回を設計することが基本
的な設計上の要となると結んでおく。
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